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野村不動産マスターファンド投資法人の特徴

物流施設・商業施設の企画・開発・運営力

・消費活動を支える人口の厚みを重視した

東京圏を中心（原則80％以上）に据えた投資

・長期発行体格付

・返済期日の分散

・安定性に配慮した財務運営

・長期の賃貸借期間を裏付けとした

安定キャッシュフローの創出

・資産運用会社の運用経験に裏打ちされた

マネジメント力による高稼働率の維持

野村不動産グループのバリューチェーンの活用

投資戦略 運用戦略 財務戦略

東京圏：

ポートフォリオ稼働率：

83.9％

10年以上の契約割合： 71.3％

99.8％
ＬＴＶ：

平均残存期間：

日本格付研究所(JCR)：

31.1％

4.8年

AA -

物流施設『Landport』シリーズ、商業施設『GEMS』シリーズの展開

⇒ スポンサーによるパイプラインサポートの活用

野村不動産グループによる物流・商業施設の管理運営実績

⇒強力なリーシング力、建物管理のマネジメント力の活用

（注）各種数値は、第1期末（平成25年8月末日）時点を基準としています。
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IPOハイライト

3

オファリング概要 インデックスへの組入れ状況

上場日 平成25年6月12日

発行投資口数 1,663,260 口

調達金額 1,609 億円

発行価格 100,000 円

オファリング形態
グローバルオファリング
国内一般募集及び海外募集（Reg S+144A）

（注）上場日終値を100として指数化

J-REIT史上過去最大規模の
IPO銘柄として上場

内外比率 78.9 ％／21.1 ％

上場後の取引状況

インデックス名 組入日

FTSE EPRA/NA-REIT
Global Real Estate Index 平成25年6月24日

東証REITインデックス 平成25年7月31日
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第1期（平成25年8月期）の概況



第1期 （ 平成25年8月期 ） の決算概要
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第1期の業績と従前予想

・平成25年6月13日運用開始

（運用日数：80日）

・創立費及び上場・募集関連費用

の減少（▲110百万円）

・支払利息の減少（▲35百万円）

・資産運用報酬の減少

（▲25百万円）

3.0％

－

L T V 31 .1 ％   -

営 業 利 益 2,089 百万円 2,027

有利子負債 78,478

2.4％

第1期実績

（平成25年8月期）

第1期予想（6/17発表）

（平成25年8月期）

増減

（予想比）

営 業 収 益 3,683 百万円 3,598

百万円   -

％ －

百万円 －

1口当たり分配金 751 円/口 625 円/口 20.2％

総 資 産 252,265 百万円   - 百万円 －

－

経 常 利 益 1,253 百万円 1,041

当期純利益 1,251 百万円 1,040 20.2％

20.3％

－

＋85百万円

＋62百万円

＋211百万円

＋211百万円

＋126 円/口

百万円

百万円

百万円

百万円



83.9%

10.5%
5.7%

東京圏 近畿圏 その他

第1期 （ 平成25年8月期 ） の活動実績
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運 営投 資 財 務

 54物件の取得

資産規模

ポートフォリオNOI利回り

平均築年数

2,276 億円

6.7 ％

13.3 年

・ 6月13日、7月18日、7月30日に借入実施

・ 最長12年の借入期間

東京圏への集中投資

Stable Income Return
保守的な財務戦略＋ ＋

全体 ： 99.8 ％ 5,149円/坪

物流 ： 100.0 ％ 3,707円/坪

商業 ： 99.4 ％ 8,312円/坪

[ 期末稼働率] [ 期末平均賃料]

 安定運営の継続

[ 第1期末ポートフォリオ （54物件）]

・ 物流 18物件 1,220億円

・ 商業 36物件 1,055億円

：

：

：
 785億円の借入実施

平均残存期間

平均金利

LTV

4.8年

0.99 ％

31.1 ％

：

：

：

 コミットメントラインの設定

コミットメントライン契約 ： 100億円

コミットメント期間 ： 1年

 格付の取得

高 稼 働 率 の 維 持

 鑑定評価額の上昇

信用格付業者 長期発行体格付 見通し

JCR AA- 安定的

継続鑑定評価額 ： 2,393 億円

帳簿価額総額 ： 2,294 億円

含み損益 ： + 98 億円

[ 地域分散]

東京圏比率

83.9 ％
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71.3%

19.9%

8.4%

10年以上 5年以上10年未満

2年以上5年未満 2年未満

23.1%

30.0%

29.9%

17.0%

10年以上 5年以上10年未満

2年以上5年未満 2年未満

53.6%

25.5%

20.9%

物流施設 商業施設(駅前) 商業施設(居住地)

83.9%

10.5%
5.7%

東京圏 近畿圏 その他

ポートフォリオデータ（平成25年8月末日時点）
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13.3 年

12.2 年 6.6 年

東京圏比率

83.9 ％

商業：物流

46.4％ ： 53.6％

平均築年数

平均賃貸借
契約期間

平均契約
残存期間

地域分散 用途別組入れ比率 ポートフォリオ築年数

賃貸借契約期間(賃貸面積ベース） 賃貸借契約残存期間(賃貸面積ベース）

46.1%

36.9%

17.0%

10年以上 5年以上10年未満 5年未満



5万㎡以上

4物件

3万㎡以上

5万㎡未満
5物件

2万㎡以上

3万㎡未満

4物件

2万㎡未満

5物件

個人向け

20.8%

自社利用

37.0%

３ＰＬ

42.2%

保有物件の概況
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物流施設

業界動向

・電子商取引市場における小売市場規模の拡大傾向が続いており、

平成24年は前年比11.3％増

これに伴い宅配便取扱個数においても増加基調にあり、平成24年は

前年比3.7%増 （27ページ参照）

・佐川急便が不採算荷物の引受から撤退、採算重視に転換したことから、
ヤマトHD、福山通運、セイノーHDに相対的に荷物が集まる傾向

・平成25年5月、福山通運とセイノーHDが業務提携を発表、業界構造の
変化の兆し

テナント動向

・アマゾンジャパンは、平成24年度売上が前年度比+15.5%
神奈川県小田原市で延床6万坪を超える同社国内最大規模の物流

施設が平成25年9月より本格稼働中

・アスクルは、既存の企業向けBtoB事業の業績が拡大、加えてヤフーと

の個人向け新規共同事業（LOHACO）も販売計画の超過達成見込み

・大塚HDは、統合失調症治療薬の米国売り上げ拡大により業績を拡大、

一方、9月に低分子薬の開発に強みを持つAstex Pharmaceuticalsの

買収を発表

シングル/マルチの分散状況 テナント利用状況 規模別の状況

（注）円グラフは全て賃貸面積ベースの比率

マルチテナント

5物件 44.7%シングルテナント

13物件 55.3%
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保有物件の概況
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商業（駅前立地型）

業界動向

・平成24年度の飲食業界における売上上位100社の店舗売上高は、

前年度比3.7%増（注1）

・学習塾・予備校は就職難が教育投資の動機付けとなり、平成24年

度の売上高は、前年度比4.4%増（注1）

業界動向

・スーパーマーケット業界は、天候不順の影響等により衣料品が低調

であったが、主力の飲食料品の販売額は消費者の内食志向等を反

映し、堅調に推移

テナント動向

・横浜岡田屋は、基幹店の横須賀モアーズシティが地域1番店として

地元顧客の支持を得て好調継続

（注2）H20.4 を100として指数化（注1）平成24年11月14日及び平成25年5月22日付「日経MJ(流通新聞)」

商業（居住地立地型）

Morisia津田沼（月次売上推移）（注2） 横須賀モアーズ（月次売上推移）（注2）

テナント動向

・Morisia津田沼の売上は、平成20年の大規模リニューアル実施後、

売上増収傾向が継続



福山通運
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ポートフォリオの運営状況

テナントの分散状況 （賃貸面積ベース）

賃貸借契約満期の分散状況 (賃料ベース）

大塚倉庫

横浜岡田屋

アスクル

新開トランスポートシステムズ

アマゾンジャパン・ロジスティクス

非開示

キャタピラー・ロジスティクス・サービセス

三井倉庫ロジスティクス

イズミヤ

その他

総テナント数 241テナント

総賃貸面積 888,992.03㎡



5.50%

5.70%

5.90%

6.10%

90,000

92,000

94,000

96,000

取得時 第1期

+2,020百万円

▲0.1％

5.50%

5.70%

5.90%

6.10%

12,000

14,000

16,000

18,000

取得時 第1期

+4百万円

±0.0％

5.50%

5.70%

5.90%

6.10%

123,000

125,000

127,000

129,000

取得時 第1期

+2,881百万円

▲0.1％

キャップレートキャップレート

継続鑑定評価額

帳簿価額総額 2,294 億円

含み損益 ＋ 98 億円

第1期末継続鑑定評価額の状況

＜参考＞

2,393 億円

1口当たり含み損益 ：

1口当たり純資産 ：

1口当たりNAV ：

＋ 5,907 円

97,505  円

103,412 円

鑑定評価額 キャップレート 鑑定評価額 鑑定評価額

第1期末時点の状況

継続鑑定評価額・キャップレートの推移

物流施設 商業施設（底地除く） 商業施設（底地）
（百万円） （百万円） （百万円）

取得時鑑定 第1期末 前期比

鑑定評価額 2,344億円 2,393億円 2.1％

物流 1,251億円 1,280億円 2.3％

商業
（底地除く）

935億円 955億円 2.2％

商業
(底地）

157億円 157億円 0.0％

上昇 17物件
維持 0物件
下落 1物件

低下 18物件
横ばい 0物件
上昇 0物件

上昇 18物件
維持 1物件
下落 0物件

低下 16物件
横ばい 2物件
上昇 1物件

上昇 5物件
維持 10物件
下落 2物件

低下 0物件
横ばい 17物件
上昇 0物件
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財務の状況
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有利子負債の総額

784.7 億円

平均調達金利

0.99 ％

長期借入比率

78.9 ％

平均残存期間

4.82 年

LTV

（総資産有利子負債比率）

31.1 ％

固定金利比率

79.0 ％

※金利スワップによる固定化含む
返済期限の分散状況

コミットメントライン

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

株式会社三井住友銀行

株式会社みずほ銀行

コミットメントライン契約

100 億円

（コミットメント期間 1年）

(単位：億円）

有利子負債の状況 バンクフォーメーション

格付の状況

金融機関名

三菱東京ＵＦＪ銀行 199.8 三井住友信託銀行 58.0

三井住友銀行 199.8 農林中央金庫 58.0

みずほ銀行 135.0 日本政策投資銀行 38.0

三菱ＵＦＪ信託銀行 58.0 みずほ信託銀行 38.0

借入合計 784.7

信用格付業者 長期発行体格付 見通し

JCR AA - 安定的

(単位：億円）



投資運用戦略
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成長への道筋

の実現

・ 中期的な資産規模目標の設定

・ 安定したポートフォリオ構築

・ 外部からの取得ルート拡充

長期の賃貸借契約を背景とした

・ 高稼働率の維持

・ 賃料水準の維持 / 向上

・安定した財務基盤の構築

・マーケットに即したファイナンス

明確なコンセプトに基づいた安定配当の実現を目指す

投資口価格の向上 安定収益の確保 不動産価値の最大化

投資戦略 運用戦略 財務戦略
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成長戦略イメージ

中期的な資産規模目標
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外部成長戦略

・ 需要に厚みのある東京圏を中心（原則80％以上）に据えた投資

・ 競争力を有する築10年以内の物件取得

セクター 利回り目線 備考

物流 5.0％ ～ 6.0％
規模に拘らず、競争力のある立地と設備
スペックを備えた高機能型物流施設

商業
（居住地立地型）

5.0％ ～ 6.0％
商圏に厚みがあり、食品スーパーを中心とし
たNSC

商業
（駅前立地型）

4.5％前後
駅至近で商業集積が見られるエリアにおけ
る商業ビル（サービス系・物販・飲食） ： 物流施設 ： 商業施設

保有物件の所在エリア投資目線
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平均築年数

12.9年（▲0.5年）

第１期末後の新規取得物件の概要

＜主な評価ポイント＞

Recipe SHIMOKITA
駅前立地型

商業施設
物件概要

竣工 平成23年7月（築2年)

所在地 東京都世田谷区北沢二丁目

最寄り駅 小田急小田原線、京王井の頭線『下北沢』駅 徒歩1分

取得予定日 平成25年12月13日

契約締結日 平成25年9月30日

取得価格 10,407百万円

想定NOI利回り 4.4％

賃貸可能面積 6,295.22㎡（1,904.30坪）

稼働率（9月30日時点） 99.5%

＜MAP＞

東京圏比率

84.6％（+0.7％）

・小田急小田原線、京王井の頭線「下北沢」
駅徒歩1分の好立地

・延床面積約2,587坪、生活密着型店舗から
サービス系店舗まで幅広いテナントで構成
される下北沢エリアで最大規模の商業施設

・「東京圏」への投資比率の更なる向上

・平成23年に竣工した築浅の物件

※取得価格ベース ※平成25年9月30日時点

Recipe SHIMOKITA

17

＜ポートフォリオの状況＞



751円

+1,684円 +20円

+325円
2,780円

（予想）
+46円 ▲430円

▲16円
2,380円

（予想）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

第1期分配金
（平成25年8月期）

第2期分配金
（平成26年2月期）

第3期分配金
（平成26年8月期）

(円/口)(円/口)

・IPO費用相当額

・その他

・Recipe SHIMOKITA
取得

・Recipe SHIMOKITA
通期稼働

・固都税費用化 ・その他

・既存54物件

通期稼働

今後の分配金水準 （業績予想）

第2期、第3期の業績予想

分配金推移

（注）平成26年2月期及び平成26年8月期の分配金は、本投資法人が公表した平成25年10月15日付決算短信に基づく予想値であり、今後の不動産等の取得又は売却、不動産市場等の推移、本投資法人を取り巻くそ
の他の状況の変化等により、変動する可能性があります。また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。

巡航水準
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▲400円

269.9％ 3,963 百万円 ▲ 14.4％

＋2,029円 2,380 円/口

百万円

1口当たり分配金 751 円/口 2,780 円/口

当期純利益 1,251 百万円 4,629

9,250 百万円 1.7％

営 業 利 益 2,089 百万円 5,168 百万円 147.3％ 4,561 百万円 ▲ 11.7％

第3期予想（10/15発表）

（平成26年8月期）

増減

（前期比）

営 業 収 益 3,683 百万円 9,099 百万円 147.1％

第1期

（平成25年8月期）

第2期予想（10/15発表）

（平成26年2月期）

増減

（前期比）
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損益計算書
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＊数値は千円未満を切り捨てています。

第1期予想 第1期実績

自 平成25年1月31日 自 平成25年1月31日

至 平成25年8月31日 至 平成25年8月31日

金　　　額
（千円）

金　　　額
（千円）

増減額
（千円）

増減比

(％）

営業収益 3,598,397 3,683,130 84,733 2.4

不動産賃貸事業収入 ※1 3,598,397 3,683,130 84,733 2.4

賃貸事業収入 3,394,934 3,392,015 ▲ 2,918 ▲ 0.1

その他賃貸事業収入 203,463 291,114 87,651 43.1

駐車場収入 19,233 34,578 15,345 79.8

付帯収益 ※2 184,230 253,525 69,295 37.6

その他賃料収入 ※3 -               3,010 3,010 -           

営業費用 1,570,565 1,593,500 22,935 1.5

不動産賃貸事業費用 ※1 1,189,737 1,258,501 68,764 5.8

修繕費 31,085 58,104 27,019 86.9

減価償却費 684,866 698,512 13,646 2.0

その他賃貸事業費用 473,786 501,883 28,097 5.9

資産運用報酬 303,072 277,764 ▲ 25,307 ▲ 8.4

その他営業費用 ※4 77,756 57,235 ▲ 20,520 ▲ 26.4

2,027,832 2,089,629 61,797 3.0

-                 893 893 -         

営業外費用 985,959 837,317 ▲ 148,641 ▲ 15.1

支払利息 179,947 144,738 ▲ 35,208 ▲ 19.6

投資口交付費 379,000 293,249 ▲ 85,750 ▲ 22.6

投資口公開関連費用 154,006 149,006 ▲ 4,999 ▲ 3.2

創立費 120,000 100,000 ▲ 20,000 ▲ 16.7

その他営業外費用 ※5 153,006 150,323 ▲ 2,682 ▲ 1.8

1,041,873 1,253,205 211,332 20.3

1,041,873 1,253,205 211,332 20.3

法人税等 1,000 1,654 654 65.5

1,040,873 1,251,550 210,677 20.2

-               -                 0 -         

1,040,873 1,251,550 210,677 20.2

1,040,787 1,250,610 209,822 20.2

前期繰越利益

区　　分

営業利益

営業外収益

経常利益

第1期実績－第1期予想

税引前当期純利益

当期純利益

当期未処分利益

分配金総額

※参考（第1期）

1．不動産賃貸事業損益 ： 2,424,629 千円

　（前期増減 ： ▲ 39,003 千円）

2．付帯収益

　　受入動光熱費 ： 218,916 千円 等

3．その他賃料収入

　　
4．その他営業費用

　　資産保管手数料 ： 3,992 千円

6．役員報酬 ： 5,600 千円 等

5．その他営業外費用

7．融資関連費用 ： 147,198 千円 等

（参考）修繕工事

4．修繕費 ： 58,104 千円

4．資本的支出 ： 24,825 千円

　　合計 ： 82,930 千円

（減価償却費の11.9％）

　　違約金収入等



貸借対照表
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資産の部 負債及び純資産の部

金　　　額
（千円）

百分比
（％）

流動資産 21,561,011 8.5

現金及び預金 5,054,509 2.0

信託現金及び信託預金 11,405,579 4.5

その他の流動資産 5,100,922 2.0

固定資産 230,704,391 91.5

有形固定資産 ※1 225,667,946 89.5

不動産 3,542,982 1.4

建物 1,102,648 0.4

土地 2,440,333 1.0

信託不動産 222,124,964 88.1

信託建物 93,420,419 37.0

信託土地 128,704,544 51.0

無形固定資産 3,832,815 1.5

信託借地権 3,821,371 1.5

その他の無形固定資産 11,444 0.0

投資その他の資産 1,203,629 0.5

敷金及び保証金 515,926 0.2

長期前払費用 648,601 0.3

その他 39,101 0.0

252,265,402 100.0

第1期

平成25年8月31日現在

資産合計

区　　分

※2　有利子負債　（1年内返済予定の長期借入金は短期借入金に含める。）

有利子負債残高（百万円） 78,478

短期借入金＋長期借入金

総資産有利子負債比率 総資産 31.1%

長期借入金

長期有利子負債比率 短期借入金＋長期借入金 78.9%

※1 有形固定資産 （単位：百万円）

取得価額 償却累計 （うち当期償却費） 期末簿価

不動産等 226,366 698 (698) 225,667

建物 1,109 6 (6) 1,102

土地 2,440 － － 2,440

信託建物 94,112 692 (692) 93,420

信託土地 128,704 － － 128,704

金　　　額
（千円）

百分比
（％）

流動負債 19,327,922 7.7

営業未払金 262,587 0.1

短期借入金 ※2 16,500,000 6.5

1年内返済予定の長期借入金 ※2 85,600 0.0

未払金 1,085,077 0.4

未払法人税等 1,522 0.0

未払費用 10,657 0.0

前受金 1,335,425 0.5

その他 47,050 0.0

固定負債 70,565,524 28.0

長期借入金 ※2 61,893,000 24.5

預り敷金及び保証金 167,762 0.1

信託預り敷金及び保証金 8,504,761 3.4

89,893,446 35.6

投資主資本 162,371,955 64.4

出資総額 161,120,405 63.9

剰余金 1,251,550 0.5

162,371,955 64.4

252,265,402 100.0

負債合計

負債純資産合計

純資産合計

第１期

平成25年8月31日現在区　　分



第2期、第3期の業績予想
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前提条件

営業収益 3,683 9,099 9,250 5,416 150

不動産賃貸事業収入 3,683 9,099 9,250 5,416 150

営業費用 1,593 3,931 4,688 2,338 756

不動産賃貸事業費用 1,258 2,976 3,689 1,718 712

うち修繕費 58 277 185 218 ▲ 91

うち公租公課 -          -            732 -            732

うち減価償却費 698 1,493 1,532 795 38

資産運用報酬 277 750 807 472 56

その他営業費用 57 204 191 147 ▲ 12

2,089 5,168 4,561 3,078 ▲ 606

営業外費用 836 537 597 ▲ 299 59

291 529 593 237 63

1,253 4,630 3,964 3,377 ▲ 665

1,251 4,629 3,963 3,378 ▲ 665

（口） 1,665,260 1,665,260 1,665,260 -            -            

（円） 751 2,780 2,380 2,029 ▲ 400

（物件） 54 55 55 1 -            

第3期予想

自 平成26年3月１日

至 平成26年8月31日

金　　　額
（百万円）

うち支払利息その他借入関連費用

第3期予想
－第2期予想

金　　　額
（百万円）

金　　　額
（百万円）

第1期実績

自 平成25年1月31日

至 平成25年8月31日

当期純利益

期末物件数

期末発行済投資口数

営業利益

区分

経常利益

1口当たり分配金

増　減増　減

第2期予想
－第1期実績

金　　　額
（百万円）

第2期予想

自 平成25年9月１日

至 平成26年2月28日

金　　　額
（百万円）

【物件数・取得価格総額】

　物件数 ： 55 物件

　取得価格総額 ： 238,023 百万円

【修繕工事】

　第2期は421百万円（内資本的支出 144百万円）

　例）Morisia津田沼 （1階出入口自動扉設置工事） ： 20 百万円

　　　 Morisia津田沼 （2階西側出入口改修工事） ： 20 百万円

　　　 船橋ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽｾﾝﾀｰ　（壁面漏水対策工事） ： 20 百万円

　第3期は849百万円（内資本的支出 663百万円）

　例）イズミヤ小林 （耐震補強工事） ： 283 百万円

　　　covirna machida （空調設備改修工事） ： 175 百万円

【借入】

　有利子負債残高 （第1期末時点）  ： 78,478 百万円

　第2期返済期限到来有利子負債

　　借換（－） ： 0 百万円

　　返済（平成25年11月、平成26年2月） ： 42 百万円

　第3期返済期限到来有利子負債

　　借換（平成26年5月） ： 16,500 百万円

　　返済（平成26年5月、平成26年8月） ： 42 百万円



ポートフォリオ一覧
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取得 投資 鑑定 賃貸可能 稼働率 PML

価格 比率 評価額 面積 (%） （%）
（百万円） （%） （百万円） （㎡）

Landport浦安 千葉県浦安市 17,400 7.6 18,200 70,045.85 100.0 4.61

Landport板橋 東京都板橋区 15,710 6.9 16,500 52,794.55 100.0 6.17

Landport川越 埼玉県川越市 13,700 6.0 13,900 71,569.89 100.0 4.85

Landport厚木 神奈川県厚木市 11,410 5.0 12,000 47,995.23 100.0 10.06

相模原田名ロジスティクスセンター 神奈川県相模原市 10,600 4.7 11,100 50,450.00 100.0 4.92

相模大野台ロジスティクスセンター 神奈川県相模原市 8,700 3.8 9,180 57,448.03 100.0 12.96

Landport八王子 東京都八王子市 8,250 3.6 8,690 34,896.32 100.0 11.29

Landport春日部 埼玉県春日部市 7,340 3.2 7,560 29,630.48 100.0 7.33

船橋ロジスティクスセンター 千葉県船橋市 4,660 2.0 4,840 30,641.98 100.0 5.24

厚木南ロジスティクスセンターB棟 神奈川県厚木市 4,590 2.0 4,750 24,909.96 100.0 12.38

羽生ロジスティクスセンター 埼玉県羽生市 3,810 1.7 4,180 24,850.80 100.0 5.15

川口ロジスティクスセンターB棟 埼玉県川口市 3,750 1.6 4,070 13,648.70 100.0 5.05

川口ロジスティクスセンターA棟 埼玉県川口市 2,830 1.2 3,030 12,003.57 100.0 6.32

厚木南ロジスティクスセンターA棟 神奈川県厚木市 2,690 1.2 2,910 9,825.52 100.0 12.35

太田新田ロジスティクスセンター 群馬県太田市 3,430 1.5 3,690 42,328.00 100.0 2.01

太田東新町ロジスティクスセンター 群馬県太田市 2,170 1.0 2,380 23,584.72 100.0 1.39

太田清原ロジスティクスセンター 群馬県太田市 650 0.3 700 9,397.38 100.0 1.39

千代田町ロジスティクスセンター 群馬県邑楽郡 330 0.1 354 4,592.00 100.0 7.23

122,020 53.6 128,034 610,612.98 100.0 5.76物流小計（18物件）

用
途

地
域

物件名称 所在地

物
流

東
京
圏

そ
の
他

取得 投資 鑑定 賃貸可能 稼働率 PML

価格 比率 評価額 面積 (%） （%）
（百万円） （%） （百万円） （㎡）

Morisia 津田沼 千葉県習志野市 16,600 7.3 17,200 39,301.49 97.2 5.93

横須賀モアーズシティ 神奈川県横須賀市 13,640 6.0 14,200 29,383.65 100.0 12.79

EQUINIA新宿 東京都新宿区 4,260 1.9 4,330 3,611.57 81.2 7.5

川崎モアーズ 神奈川県川崎市 4,000 1.8 4,220 14,446.48 100.0 11.24

EQUINIA池袋 東京都豊島区 3,990 1.8 4,140 2,701.66 99.7 10.82

covirna machida 東京都町田市 3,440 1.5 3,780 2,891.32 100.0 14.8

ニトリ幕張店 千葉県千葉市 3,080 1.4 3,310 14,367.98 100.0 5.93

コナミスポーツクラブ府中 東京都府中市 2,730 1.2 2,990 12,385.18 100.0 2.4

FESTA SQUARE 埼玉県さいたま市 2,600 1.1 2,810 7,480.63 100.0 6.36

GEMS渋谷 東京都渋谷区 2,490 1.1 2,500 1,791.34 100.0 1.81

駿台あざみ野校 神奈川県横浜市 1,700 0.7 1,760 2,286.47 100.0 6.93

EQUINIA青葉台 神奈川県横浜市 1,560 0.7 1,690 2,457.36 98.6 9.91

メガロス神奈川店 神奈川県横浜市 1,000 0.4 1,190 6,217.85 100.0 11.24

イズミヤ千里丘店 大阪府吹田市 8,930 3.9 9,820 24,399.12 100.0 14.44

14,941.54 (店舗) 100.0

5,856.50 (物流) 100.0

イズミヤ八尾店 大阪府八尾市 4,406 1.9 4,640 34,198.01 100.0 14.37

イズミヤ小林店 兵庫県宝塚市 3,020 1.3 3,190 11,714.36 100.0 12.95

一番町stear 宮城県仙台市 4,700 2.1 5,090 4,582.81 100.0 2.76

EQUINIA青葉通り 宮城県仙台市 1,640 0.7 1,740 4,030.37 100.0 0.34

三菱自動車　目黒店 東京都目黒区 2,740 1.2 2,800 3,381.19 100.0 －

三菱自動車　調布店 東京都調布市 1,760 0.8 1,820 4,183.63 100.0 －

三菱自動車　渋谷店 東京都渋谷区 1,570 0.7 1,690 1,421.31 100.0 －

三菱自動車　練馬店 東京都練馬区 1,240 0.5 1,270 1,725.61 100.0 －

三菱自動車　川崎店 神奈川県川崎市 950 0.4 1,010 3,057.02 100.0 －

三菱自動車　高井戸店 東京都杉並区 850 0.4 889 1,923.64 100.0 －

三菱自動車　葛飾店 東京都葛飾区 800 0.4 810 1,930.05 100.0 －

三菱自動車　東久留米店 東京都東久留米市 800 0.4 813 4,105.00 100.0 －

三菱自動車　世田谷店 東京都世田谷区 770 0.3 777 1,305.78 100.0 －

三菱自動車　杉並店 東京都杉並区 740 0.3 781 1,831.00 100.0 －

三菱自動車　関町店 東京都練馬区 600 0.3 612 989.77 100.0 －

三菱自動車　東大和店 東京都東大和市 450 0.2 484 2,783.79 100.0 －

三菱自動車　元住吉店 神奈川県川崎市 370 0.2 374 1,646.97 100.0 －

三菱自動車　川越店 埼玉県川越市 350 0.2 353 2,462.40 100.0 －

三菱自動車　江戸川店 東京都江戸川区 200 0.1 207 892.56 100.0 －

三菱自動車　狭山店 埼玉県狭山市 160 0.1 165 1,793.00 100.0 －

三菱自動車

茨木メンテナンスセンタ－

105,596 46.4 111,292 280,182.65 99.4 5.6

227,616 100.0 239,326 890,795.63 99.8 5.28

用
途

地
域

物件名称 所在地

6,640 2.9 6,960 10.16

商
業

東
京
圏

近

畿
圏

Merad 大和田 大阪府大阪市

そ
の
他

ポートフォリオ合計（54物件）

－

商業小計（36物件）

0.4 877 5,704.24 100.0

商
業

（
底
地

）

東

京
圏

近
畿

圏

大阪府茨木市 820
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01 Morisia  津田沼
02 横須賀モアーズシティ
03 EQUINIA新宿
04 川崎モアーズ
05 EQUINIA池袋
06 covirna machida
07 ニトリ幕張店
08 コナミスポーツクラブ府中
09 FESTA SQUARE
10 GEMS 渋谷
11 駿台あざみ野校
12 EQUINIA青葉台
13 メガロス神奈川店
14 イズミヤ千里丘店
15 Merad 大和田
16 イズミヤ八尾店
17 イズミヤ小林店
18 一番町stear
19 EQUINIA青葉通り
20 三菱自動車 目黒店
21 三菱自動車 調布店
22 三菱自動車 渋谷店
23 三菱自動車 練馬店
24 三菱自動車 川崎店
25 三菱自動車 高井戸店
26 三菱自動車 葛飾店
27 三菱自動車 東久留米店
28 三菱自動車 世田谷店
29 三菱自動車 杉並店
30 三菱自動車 関町店
31 三菱自動車 東大和店
32 三菱自動車 元住吉店
33 三菱自動車 川越店
34 三菱自動車 江戸川店
35 三菱自動車 狭山店
36 三菱自動車 茨木メンテナンスセンター

01 Landport浦安
02 Landport板橋
03 Landport川越
04 Landport厚木
05 相模原田名ロジスティクスセンター
06 相模原大野台ロジスティクスセンター
07 Landport八王子
08 Landport春日部
09 船橋ロジスティクスセンター
10 厚木南ロジスティクスセンターB棟
11 羽生ロジスティクスセンター
12 川口ロジスティクスセンターB棟
13 川口ロジスティクスセンターA棟
14 厚木南ロジスティクスセンターA棟
15 太田新田ロジスティクスセンター
16 太田東新町ロジスティクスセンター
17 太田清原ロジスティクスセンター
18 千代田町ロジスティクスセンター

物流 商業

18
19

17
14 36

1615

17 1615
18 11



第1期末 （ 平成25年8月末 ） の投資主状況
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所有者別投資主数・投資口数

・総投資口数：1,665,260口

・総投資主数：33,150人

個人その他：31,998人
（96.5％）

個人その他：656,826口
（39.4％）

・金融機関（金融商品取引業者含む）

・その他国内法人
・外国法人等

： 134人（0.4％）
： 891人（2.7％）
： 127人（0.4％）

金融機関
(金融商品取引業者含む）

：548,633口
（32.9％）

・その他国内法人
・外国法人等

： 225,459口（13.5％）
： 234,342口（14.1％）

金融機関（金融商品取引業者含む）の内訳

上位10投資主の一覧

投資主名 所有口数 割合

1 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 199,271口 11.97%

2 野村不動産株式会社 87,820口 5.27%

3 野村信託銀行株式会社（投信口） 73,659口 4.42%

4 資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 73,187口 4.39%

5 ノムラバンクルクセンブルグエスエー 50,671口 3.04%

6 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 48,522口 2.91%

7 ジブラルタ生命保険株式会社（一般勘定Ｊ－ＲＥＩＴ口） 15,250口 0.92%

8
クレディ・スイス・セキュリティーズ（ヨーロッパ）リミテッド ピー
ビー オムニバス クライアント アカウント

13,442口 0.81%

9
ザ バンク オブ ニユーヨーク ノントリーテイー ジヤスデツ
ク アカウント

11,215口 0.67%

10
ザ バンク オブ ニューヨーク メロン アズ エージェント
ビーエヌワイエム エイエス イーエイ ダッチ ペンション オ
ムニバス 140016

10,758口 0.65%

合 計 583,795口 35.06%

第1期末

銀行 27,131口 1.63%

信託銀行 415,931口 24.98%

生命保険会社 25,640口 1.54%

損害保険会社 2,100口 0.13%

その他金融機関 77,831口 4.67%

548,633口 32.95%



第1期末のテナント状況

26

上位10テナント（賃貸面積ベース）

テナント名 用途 物件名称
総賃貸
面積
（㎡）

比率
（％）

1 福山通運株式会社 物流

Landport浦安

92,389.48 10.4

相模原大野台ロジスティクスセンター

2 イズミヤ株式会社 商業

イズミヤ千里丘店

70,311.49 7.9イズミヤ八尾店

イズミヤ小林店

3
アマゾンジャパン・ロジスティクス
株式会社

物流 Landport川越 56,377.76 6.3

4 キャタピラー・ロジスティクス・サービセス・LLC 物流 相模原田名ロジスティクスセンター 50,450.00 5.7

5 株式会社横浜岡田屋 商業

横須賀モアーズシティ

43,830.13 4.9

川崎モアーズ

6 三井倉庫ロジスティクス株式会社 物流 太田新田ロジスティクスセンター 42,328.00 4.8

7 非開示 （注）
商業

(底地)
三菱自動車 17物件合計 41,136.96 4.6

8 アスクル株式会社 物流 Landport板橋 37,276.71 4.2

9 大塚倉庫株式会社 物流 Landport浦安 35,104.40 3.9

10 株式会社新開トランスポートシステムズ 物流 Landport八王子 34,896.32 3.9

上位10社 合計 504,101.25 56.70

（注）やむを得ない事情により、テナント名を非開示としています。



物流施設を取り巻く環境
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（出所）経済産業省及び国土交通省公表データ（左上）・総務省及び経済産業省公表データ（右上）を基に野村不動産投資顧問作成、シービーアールイー株式会社（左下）、株式会社一五不動産情報サービス（右下）

電子商取引における小売市場規模と宅配便取扱個数の推移

３PL事業の売上高推移
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商業施設を取り巻く環境
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（出所）経済産業省公表データ（左上）、財務省公表データ（右上）、内閣府公表データ（左下、右下）を基に野村不動産投資顧問作成
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投資法人の概要

平成25年1月28日
設立企画人（野村不動産投資顧問株式会社）による
投信法第69条に基づく設立に係る届出

平成25年1月31日
投信法第166条に基づく設立の登記、本投資法人の設立

平成25年2月1日
投信法第188条に基づく登録の申請

平成25年2月22日
投信法第187条に基づく内閣総理大臣による登録の実施
（登録番号 関東財務局長 第82号）

平成25年6月12日
東京証券取引所に上場
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資産運用会社

野村不動産投資顧問
株式会社

情報提供会社

野村不動産株式会社

野村不動産マスターファンド
投資法人

投資法人

投資主総会

役員会

執行役員：片岡 隆

監督役員：吉村 貞彦

監督役員：吉田 修平

会計監査人

新日本有限責任監査法人

情報提供協定書

資産運用
委託契約

資産保管
委託契約

資産保管会社

三井住友信託銀行株式会社

投資口事務代行
委託契約/

一般事務委託契約

一般事務受託者（機関運営・会計）
投資主名簿等管理人

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

沿革

仕組み図



運用会社の概要
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組織図

会社概要

商 号

株 主

所 在 地

問合せ先

野村不動産投資顧問株式会社

野村不動産ホールディングス株式会社（100％）

東京都新宿区西新宿八丁目5番1号

03-3365-8767 nmf3285@nomura-re.co.jp

登録・免許等

加入協会

金融商品取引業者登録 関東財務局長（金商）第374号
取引一任代理等認可 国土交通大臣認可第18号
宅地建物取引業者免許 東京都知事（3）第81679号

一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会
一般社団法人不動産証券化協会 他



本資料は、情報提供を目的としたものであり、特定の商品についての募集・勧誘・営業等を目的
としたものではありません。本投資法人の投資口のご購入にあたっては各証券会社にお問い合
わせください。なお、投資口の売買にあたっては取扱金融商品取引業者所定の手数料を必要と
する場合があります。

本投資法人が野村不動産投資顧問株式会社に支払う運用報酬につきましては、本投資法人規

約等をご参照ください。

本資料に記載された将来の予想に関する記述は、本資料作成日における本投資法人の投資方

針、適用法令、市場環境、実務慣行その他の事実関係を前提としており、作成日以降における

事情の変更を反映、考慮していません。将来の予想に関する記述は、既知のリスクの不確実性

又は未知のリスクその他の要因を内在しており、本投資法人の実際の業績、経営結果、財務状

況等とは異なる場合があります。

不動産投資証券は、保有資産である不動産の価格、収益力の変動や発行者の財務状態の悪

化等により取引価格が下落し、損失を被ることがあります。

本資料で提供している情報に関しては、万全を期しておりますが、その情報の正確性及び安全

性を保証するものではありません。また、予告なしに内容が変更または廃止される場合がござい

ますので、予めご了承ください。

事前の承諾なしに本資料に掲載されている内容の複製・転用等を行うことを禁止します。


